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研究成果の概要： 
 今後の TMS システム構造では、突発的な輸送需要に対応する機能の充実が重要となる。そ

こで、本研究では Web 経由で発信される求貨求車システムの情報をうまく利用し、突発的な輸

送需要を捉え、効率的な輸送を目指す帰り荷確保活動に注目し、これを促進する機能として帰

り荷確保の意思決定基準の提案を試み、その効果を検証した。このような意思決定支援機能を

TMS システム構造に含めることが今後の輸送効率向上に効果的と考えられる。 
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１．研究開始当初の背景 
 ロジスティクス業界では、企業間競争が激
化しており、各企業とも輸送コスト低減のた
めに輸・配送効率の向上を実現しなければな
らない。また環境負荷低減が現在の大きな社
会的要請であり、これに答えるためにも、
輸・配送効率向上はロジスティクス業界全体
が取り組むべき大きな課題でもある。 
 このような背景から、TMS は輸・配送効率
向上を支援するシステムとなる必要があり、
Web 関連の情報技術を利用した新機能を持つ
TMS システム構造が求められている。 

２．研究の目的 
 本研究では、Web を利用した TMS が輸・
配送効率向上に貢献するために重要となる
新機能を見出し、その効果を検証した上で、
将来的なWebを利用したTMSのシステム構
造構築のための指針を導く。 
 
３．研究の方法 
(1)現状調査 
 各種統計データから、トラック輸送および
その輸送効率の現状を調査した。また、現状
使われている TMS の情報技術および業務機
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能について調査した。 
 
(2)新機能の検討 
 Web の利用を前提に、輸・配送効率の向上
の面から将来の TMS が持つべき新たな機能
として、帰り荷確保活動の支援機能について
検討した。 
 
(3)新機能の提案 
 帰り荷確保活動を支援する機能として帰
り荷確保意思決定基準を提案した。 
 
(4)新機能の効果検証 
 数値実験により、帰り荷確保意思決定基準
の適用による輸送効率向上の効果を検証し、
将来的なWebを利用したTMSのシステム構
造構築のための指針を導いた。 
 
４．研究成果 
(1)TMS および輸送効率の現状 
 現状の TMS を調査した結果、1995 年以降の
インターネットの急速な発展に伴い、TMS も
情報ネットワーク技術を応用した車載端末、
電子メール、GPS などを積極的に利用したも
のが主流になっていることが明らかになっ
た。特に大手トラック運送事業者が用いるよ
うな大規模 TMS では、これらの情報を利用し
て効率的な輸・配送計画を数理的手法により
決定しようとする試みがみられる。ただし、
これらの手法は安定的な輸送需要の発生を
基礎に考えられている。 
 一方、各種輸送統計データを調査した結果、
輸送効率の面からは、情報技術の積極的利用
によりトラックの実車率向上は見られるも
のの、積載効率はなかなか向上しない現状が
明らかになった。輸送コスト低減と環境負荷
低減の両面を実現するためには、いかに積載
効率を向上させていくかが現状における最
も重要な課題の 1つと考えられる。特に、我
が国においては中小規模のトラック運送事
業者が大部分を占めており、その経営面から、
突発的な輸送需要に対する積載効率向上を
実現する必要性が高くなっている。 
 
(2)帰り荷確保と求貨求車システム 
 突発的な輸送需要を対象に中小規模の運
送事業者が積載効率向上手段として従来か
ら取り組んできた活動が帰り荷確保である。
帰り荷確保は、発荷地 → 着荷地 → 発荷
地のルートを 1 つの個別輸送活動ととらえ、
着荷地 → 発荷地の帰路における空車走行
を避け、発荷地向けの帰り荷を載せること
で個別輸送の積載効率向上を目指す。 
 帰り荷確保を促進するためには、帰り荷の
情報を広範囲に収集して詳細に管理し、運送
事業者に提供できるようなシステムの運用
が不可欠となる。このようなシステムの中で

近年特に注目されているのが Webを利用した
求貨求車システムである。求貨求車システム
は、荷主と運送事業者を Web 経由で結び、デ
ータベース上に登録された車両情報と荷物
情報のマッチングをリアルタイムに支援す
る情報システムである。システム全体を管理
するセンターサーバーではデータベースの
更新・検索を行う Web アプリケーションが常
時起動された状態になり、システム全体の性
能はこの Web アプリケーションの優秀さ、特
にデータベース処理性能に強く影響される
ことになる。 
 そこで近年におけるデータベース処理性
能の変化を把握するため、Windows 系環境に
おける最も一般的な Webアプリケーション実
行環境である ASP およびその進化形である
ASP.NET のデータベース処理性能を比較した。
具体的には、求貨求車システムの帰り荷確保
時に使用される機能を単純化した試験的ア
プリケーションを作成してデータベースに
対する処理時間を測定した。 
 その結果、データベース検索処理時間短縮
による大きな性能改善とデータベース更新
処理時間増加による軽微な性能悪化が確認
された。運送事業者が求貨求車システムを利
用する場合は、自らが受容できる条件の荷物
情報を見つけるために検索を繰り返し実行
し、検討を重ねた後、最終的な意思決定に基
づき、最後に 1回だけ受注のための更新処理
を行うことになる。検索処理における時間的
な改善値に比べ、更新処理における時間的悪
化値は軽微であることから、Web アプリケー
ション利用による業務時間そのものは改善
されることになる。このことから、Web アプ
リケーションにおける近年のデータベース
処理性能変化は、総じて帰り荷確保時におけ
る求貨求車システムの利用拡大を促進する
効果を有することが明らかになった。 
 将来的に輸・配送効率をより一層向上させ
るような TMS システム構造には、求貨求車シ
ステムとの情報連携が求められることにな
ろう。 
 
(3)帰り荷確保の意思決定基準 
 求貨求車システムの利用拡大により、帰り
荷確保に関する情報の収集は容易になるが、
運送事業者がそれらの情報をうまく活用す
るためには、運送事業者側に帰り荷確保を行
うための明確な意思決定基準が必要になる。 
 そこで、帰り荷確保により運送事業者の限
界利益、積載効率それぞれが向上する条件を
明確化し、これらを意思決定基準として提案
することを試みた。 
 まずそれぞれの向上条件を検討するため、
トラックの最大積載量、走行距離、輸送重量
に注目して、帰り荷確保活動を図 1に示すよ
うな単純なモデルで表現した。 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 帰り荷確保のモデル 
 
 図１より、トラックが帰り荷を確保せず、
発荷地と着荷地を往復した場合に比べ、帰り
荷確保により積載効率が向上するためには、
次の<式 1>が成立しなければならないことが
明らかになった。 
 
                 <式 1> 
 
 ここで、EDR は本来の輸送距離に対する空
車走行距離合計の相対比、BDR は帰り荷輸送
距離の相対比である。また、BWR は本来の積
載重量に対する帰り荷輸送の積載重量の相
対比である。 
 本研究では<式 1>を積載効率基準と名付け、
帰り荷確保の意思決定の際に従うべき 1つ目
の基準として提案した。 
 同様に図１より、トラックが帰り荷を確保
せず、発荷地と着荷地を往復した場合に比べ、
帰り荷確保により運送事業者の限界利益が
向上するためには、次の<式 2>が成立しなけ
ればならないことが明らかになった。 
 
                 <式 2> 
 
 ここで、S はトラックの実車距離当たりの
売上高、Cは走行距離当たりの変動費である。 
 本研究では<式 2>を限界利益基準と名付け、
帰り荷確保の意思決定の際に従うべき 2つ目
の基準として提案した。 
 将来的に輸・配送効率をより一層向上させ
るような TMS システム構造では、<式 1>およ
び<式 2>の条件をチェックする機能を取り込
み、運送事業者の帰り荷確保意思決定を支援
することが重要となろう。 
 
(4)意思決定基準の効果 
 2 つの意思決定基準が、環境負荷低減と利
益向上におよぼす効果を検証するため、モン
テカルロ法による数値実験を行った。 
 
①実験方法 
 数値実験の基礎データは自動車運送事業
経営指標 2006 年版に公表された、我が国の
典型的な 333 運送事業者の 2004 年度におけ

る輸送活動の実績データに基づいている。そ
の内容を表-1 に示す。 
 

表 1 トラック運送事業者実績データ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 表 1の 1日当たりの平均走行距離 154km よ
り、トラックの走行距離および積載重量を表
2 に示す範囲の一様乱数で発生させ数値実験
で用いた。 
 

表 2 発生データ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 発生データにより、200 件の輸送件数を持
つサンプルを 3つ作成し、それぞれ表 3に示
す 3つのケースに対応させて、数値実験を行
った。 
 

表 3 輸送ケース 
 
 
 
 
 
 
 輸送に使用するトラックは、最大積載重量
2t のもの、4t のもの、10t のものの中から、
運送事業者が最も効率的なトラックを選択
できるものと仮定した。 
 それぞれのケースでは、トラック走行時の
環境負荷として、200 件の輸送トンキロ当た
り CO2 排出量を、運送事業者にもたらされる
利益として、200 件の限界利益を計算した。 
 CO2 排出量の計算は日本ロジスティクスシ
ステム協会公表のガイドラインに示された
燃費法に従い、それぞれのトラックの燃費を
表 4 のように仮定した。CO2 排出係数につい
ては 2.62 Kg-CO2/リットルを利用した。 
 

表 4 トラックの燃費（軽油） 
 
 
 

0. 発荷地 

1. 着荷地 

2. 帰り荷確保地

距離 : k01 
重量 : t01 

距離 : e12

距離 : k23 
重量 : t23 

トラックの最大積載重量 : n 

空車走行本来の輸送 

帰り荷輸送 

3. 帰り荷着荷地

空車走行 

距離 : e30 

1)12( +−< BDRBWREDR

1)1( +−< BDR
C
SEDR

走行距離合計 ( 1000 km ) 3,460,071

実車距離合計 ( 1000 km ) 2,840,575

1 トラックの実働 1 日当たりの 
平均走行距離 ( km ) 154

運送事業収入合計 ( 1000 円 ) 1,675,280,537

変動費合計 ( 1000 円 ) 396,057,701

項目 範囲 

本来の輸送距離 1 km ～ 102 km 
空車走行距離合計 0 km ～ 102 km 

帰り荷輸送距離 1 km ～ 102 km 
本来の積載重量 1 kg ～ 10 t 
帰り荷積載重量 1 kg ～ 10 t 

ケース 1 常に帰り荷を確保せず、本来の輸送のみを
行い、同じルートを空車走行して帰る。 

ケース 2 限界利益基準に合致する時のみ帰り荷を
確保した輸送を行う。 

ケース 3 積載効率基準に合致する時のみ帰り荷を
確保した輸送を行う。 

 

最大積載量 燃費 
2t 8.0 km/リットル 
4t 5.5 km/リットル 

10t 3.5 km/リットル 



 

 

 限界利益の計算では、表 1から平均的に求
まる S=589.77 円/km、C=114.465 円/km を用
いた。 
 
②環境負荷低減効果 
 それぞれの輸送ケースにおける輸送トン
キロ当たり CO2 排出量平均値の 95%信頼区間
は図 2に示すようになった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 輸送トンキロ当たり CO2 排出量 
 
 Games-Howell 法による多重比較結果から
は、帰り荷確保をまったく行わない輸送（ケ
ース 1）との比較において、積載効率基準に
従って帰り荷確保を行う輸送（ケース 3）の
みに有意差が認められ、CO2 排出量を減少さ
せていることが明らかになった。 
 
③利益向上効果 
 それぞれの輸送ケースにおける限界利益
平均値の 95%信頼区間は図 3 に示すようにな
った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 限界利益 
 
 Games-Howell 法による多重比較結果から
は、２つの基準に従って帰り荷確保を行った
輸送（ケース 2 とケース 3）は、いずれも帰
り荷確保をまったく行わない輸送（ケース 1）

との比較において、有意差が認められ、限界
利益を増加させていることが明らかになっ
た。 
 しかし、積載効率基準と限界利益基準の間
には、限界利益に有意差は認められなかった。
もしも２つの基準による帰り荷確保が限界
利益の向上に関して同じような効果しか持
たないのであれば、CO2 排出量の削減効果を
持つ積載効率基準の方が、運送事業者が帰り
荷確保を行う場合に従う基準としては、より
望ましいものであろう。 
 
(5)将来的な TMS システム構造構築への指針 
 将来的な TMS システム構造には、大部分を
占める中小規模の運送事業者を対象にした、
突発的な輸送需要に対応する輸送効率向上
機能が必要となる。 
 このためには、Web 経由で帰り荷確保活動
を支援する求貨求車システムとの情報連携
機能をシステム構造に取り込むことが検討
されるべきであろう。現在、Web アプリケー
ション間でのデータ受け渡しの主流となる
XML 形式によるデータ入出力機能の実装はシ
ステム的に容易になりつつある。 
 また、運送事業者の帰り荷確保意思決定を
支援するために、意思決定基準をチェックす
る機能をシステム構造に取り込むことも検
討されるべきであろう。特に積載効率基準チ
ェック機能の実装は、運送事業者の利益向上
と環境負荷低減の両方を実現できることか
ら極めて重要となる。積載効率基準をチェッ
クするための<式 1>は、使用するトラックの
種類に関わらず、走行距離と積載重量のみか
ら計算できるため、その実装は容易なものと
考えられる。 
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